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新たな取り組み
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ダボス会議で知られる世界経済フォーラム(以下、

WEF)の報告書によれば、世界のGDPの半分以上

(44兆ドル)が自然資本に依存し、潜在的に自然の

損失によって脅かされており※1、気候変動と異常気

象に次いで、生物多様性の損失が向こう10年の世

界規模の最も深刻なリスクの一つに位置づけられて

います※2。

そして、2022年の生物多様性条約COP15で採択

された「昆明モントリオール生物多様性枠組」には、

2030年までに自然を回復軌道に乗せるため、生物

多様性の損失を止め反転させるための緊急の行動

をとる｢ネイチャーポジティブ(以下、NP)｣が目標に掲

げられました。

その実現には、生物多様性保全や自然資本の適

切な管理を社会経済活動に組み込むことが不可欠

です。近年、生物多様性の損失や自然資本の劣化

が事業継続性を損なう大きなリスク、あるいは新たな

ビジネスを生み出す機会として認識され始めました。

脱炭素とともに取り組むべきビジネス課題と位置づけ

る動きが国際的に加速しています。WEFは、NP経済

への移行により2030年までに3億9500万人の雇用

創出と年間10.1兆ドル規模のビジネスチャンスが見

込めると指摘しています※1。

政府の「生物多様性国家戦略2023-2030」では、

「NP経済の実現」を基本戦略の一つに掲げ、事業活

動における生物多様性・自然資本と関連するリスク、

機会の評価、目標設定、情報開示等を推進し、ESG

金融等を通じて、それらが組み込まれる経済への移

行を目指すとしています。一方、民間主導の動きで

は、2023年9月にTNFD※3から自然関連の財務情

報開示の枠組が提言されました。TCFDが脱炭素経

営を先導してきたように、生物多様性保

全や自然資本管理そのものがビジネス

を担う流れが始まっています。

また、生物多様性国家戦略の行動目標の一つ

30by30※4の達成を目指す国内版OECM※5として、

民間の取り組みで生物多様性が保全されているエリ

ア等を「自然共生サイト」として認定する制度が2023

年から始まりました。さらに、その貢献を適切に評価・

認定し、企業価値に反映できるしくみ等が検討され

ており、必要な法制度の検討も進められています。

2023年度中には、NP経済実現に向けたビジョンと道

筋を示す国の戦略が取りまとめられる予定です。

当社はこれまで、｢生物多様性及び生態系サービ

スの総合評価｣｢生物多様性国家戦略・地域戦略｣

｢生物多様性民間参画ガイドライン｣策定支援、生物

多様性分野における環境影響、保全・オフセットの

検討、OECM国内制度や自然共生サイトに関する経

済的インセンティブの検討、NP経済研究会等の国の

主要業務に携わり、TNFDフォーラム、30by30アライ

アンスに参加してきました。また、大手企業のTCFD

開示や社有林を活用した生物多様性保全と企業価

値向上の支援にも数多く携わってきました。今後も、

長年培ってきた生物多様性に関する調査、解析、

計画づくりから保全再生対策までの幅広い技術実績

を礎として、生物多様性保全や自然資本管理分野

を牽引するコンサ

ルタントとして自

然と社会経済活

動とをつなぐこと

で、NP経済実現

に貢献すべく積

極的に取り組ん

でまいります。

ネイチャーポジティブ経済実現に向けた動き

※1 WEF Report：The Future of Nature and Business（2020）
※2 WEF Report：The Global Risks Report 2022
※3 自然関連財務情報開示タスクフォース：Task force on Nature-related Financial Disclosures
※4 2030年までに陸と海の30％以上を保全する目標
※5 保護地域以外で生物多様性保全に資する地域：Other Effective area-based Conservation Measures

自然共生サイト例｢アサヒの森 甲野村山｣
(広島県庄原市)

生物多様性研究センター 神田 修二
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お部屋の健康診断

PCR検査法によるDNA診断

綿棒でふき取って送るだけ(送料無料)
お客様の状況に合わせた診断
プランを用意しております。

ホコリや汚れの中に存在する
ダニ・花粉・カビ・バクテリア・
トコジラミ・ヒゼンダニのDNA
量を測定して、お部屋の衛生
状態を評価します。

https://lifecare.ideacon.co.jp/

お申し込みは、Webショップから

そのほかにも身近な問題や
課題を解決するさまざまな
サービスを提供いたします。

食品の栄養成分分析
水道水に関わる

水質分析
土壌環境の

コンサルティング
PCB分析

診断報告書例

社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント
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事業内容

■建設コンサルタント事業
河川・海岸・港湾・道路・橋梁の整備・保全、交通・都市・地域計画、防災・減災対策

■環境コンサルタント事業
環境調査、環境評価・環境計画、自然環境の保全・再生・創造、環境化学分析、環境リスク評価、
廃棄物・有害化学物質対策、食品分析、衛生検査、生命科学

■情報システム事業
情報基盤の構築支援、防災・減災システム開発、気象・健康・生活情報の提供・配信

■海外事業
インフラマネジメント、環境保全・創出


